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　いま，大学教育のあり方自体が問われ，改革論

議も盛んである。その中で教員養成の分野も多く

の課題を抱えている。教育系単科大学である本学

には現在，教員養成課程と総合科学課程が併存し，

将来二学部に発展させうるのか，教育学部内での

新たな編成を探るのかをめぐって学内の議論は途

上にある。折しも，大学設置基準の大綱化を示し

た大学審議会の答申を受けて，本学でも教育課程

検討委員会を中心に両課程にわたる教育課程の見

直し作業が，進行している。小論が公表される時

にはすでに何らかの結論が出ているであろう。

　しかし，現行の教育課程の見直し作業の一応の

決着によって，教師教育の基本的課題が満遍無く

解決されるものとは言えない。それは，国民の教

育的要求，学校現場の実態，教育実践の問題等を

考慮しながら，真に子ども・青年・父母が求めて

いる教師像に近づくべく，教育学部・教員養成課

程として，また大学教育として，最大限の努力を

はらわなくてはならない継続課題である。

　そこで，本稿では，教師教育のあり方に重点を

おきながら，その基本的な課題を考察することに

したい。

　もとより，こうした大学教育の理念や教育課程

の原理に関わる重要で広範囲の問題は，個人の着

想と立論で処理しきれるものではない。本稿は，

あくまで，本学にこれまで在職して教員養成の分

野で仕事をしてきた者としての，ひとつの構想の

叙述にすぎない。よって不十分さは到る所に散見

されるであろうし，理想に流れ過ぎている面も多

いであろう。その点へのご批正・ご批判も含めて，

教師教育をめぐる学内における論議の素材を供す

ることになれば幸いである。

　なお，すでにお気づきの通り，本稿では行政や

教育課程の組織をさす場合には「教員養成」を，

専門職者としての主体形成をさす場合には「教師

教育」の用語を使うことにする。また，教師教育

のあり方を立論するのが主目的であるので，本学

で現在問題となっている教育課程の具体的事項に

直接に踏み込む論議は意識的に回避している。そ

の点をご了承願いたい。関連する事柄を論じてい

るにしても，それは，筆者の構想における改善案

の提示の試みと受け止めていただきたい。

１　教育学部・教員養成課程の目的

　（1）まず，議論の前提として，教育学部および

教員養成課程の目的をおさえておきたい。

　一般的には，教育学部は，人間形成に関する文

化・科学・芸術・技術を総合的に研究し，教授・

学習することを目的としている。

　この学部において，教員と学生は，人類や各々

の民族が創りあげてきた広義の文化の有する価値

体系,･並びに私教育を含む広義の教育や公教育と

しての学校教育に関する歴史・制度・思想・内容

編成・教育技術等を探究する。その際，これらを
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教育学・心理学・個別諸科学や芸術・技術の方法

論によって系統づけたり，実証したり，新たな価

値形成を追求したりすることによって，現在から

未来にいたる人間形成の理念や陶冶（あるいは教

育の）可能性を探る。と同時に，家庭・地域社会・

学校の立場から，さらには平和的で民主的な国家

の次元からも，子ども・青年の人格発達をめざし

ながら，教育の日常の態様や学校の教育目的・教

育内容・教育制度・教育方法など，実際的諸問題

を科学的・実証的かつ学際的に追求する。

　学際性について付言すると，これは，個々の専

門分野が自己を抑制して他分野と寄り合うことか

らは生まれない。真の学際性は，個々の専門が自

己確立を通して他の分野と積極的に共同する関係

の中から，出現してくる。そこには問題を解くた

めの新たな共通言語も必要になる。それを追求し

ていくことの中にも，教師教育の質的発展の手掛

かりがあるであろう乙）

　このように，教育学部は，「総合的な社会的人

格にかかわる科学」（「国立大学協会教員養成特別

委員会, 1972年報告」から）をめざし，文化llﾘ造・

人間形成・共同実践を学際的・横断的に探るため

の学部である。教育学部の学問的な独自性はこの

点にあると考える。

　（2）次に，教員養成の教育課程の目的や特質を，

特に専門教育に限って考えてみたい。

　教育学の共通理解としては，広義の教育の過程

には，人間形成の，相対的に異なる特質に応じた

二つの教育機能があるとされている。すなわち，

知識・技能・認識の形成に作用する陶冶（Bild-

ｕng）と，感情・行動様式・性格特性・価値意識

などの形成に作用する訓育(Erziehung)である。

　教育活動の専門職に就くための中心課題は，こ

れら陶冶・訓育の両次元における基礎的理解と知

見・技能を修得・習熟することにある。原理的に

は，それらが教員養成の教育課程を構成する。

　すなわち，陶冶の学問的原理や教育内容編成の

方法論，授業過程構想，その指導過程計画など，

国民の人間形成への要求や課題にも考慮しながら

陶冶の本質・目的・内容・方法を研究し教授・学

習する分野が，教科専門および教科教育である。

　これに対して，後者の訓育の分野を主に研究し

教授・学習するのが，道徳教育・生活指導および

教科外教育の分野である。これには，教育職員免

許法改定によって新設された「生徒指導」「特別

活動」の科目が該当する。

　これら陶冶・訓育という教育機能の実現をささ

える諸問題や事象に関する研究と教授・学習が，

いわゆる教職の専門領域を構成する。すなわち，

教育という社会的営みの理念・思想と歴史的実証，

教育行政，子ども・青年の人格発達の特質，教育

内容と授業に関する一般原理の解明，教授・学習

過程の指導方法や教師・子どもの心理，地域社会

での教育活動など，である。

　以上の専門教育の基礎には一般教育科目等の履

修が必須であることは論をまたない。改革課題と

しては，一般教育科目の単位数削減の方策以上に

重要な事柄がある。それは，従来の人文・社会・

自然という領域区分を止めて，環境・人権・平和・

ジェンダー・アジア問題・技術開発と文化など，

現代の諸問題に対応する総合的な科目を教員が共

同して担当するような，リアリティのある講義内

容への転換を図る改革を進めることである。

　以上の原理的な考察を基に，専門教育に限定し

た場合の，教員養成の教育課程が固有に持ってい

る学際性・隣接性に注目したい。

　ひとりの人格が，身体的・精神的・価値形成的

な側面をもちながら主体として統合されていくよ

うに，その人間形成に専門職者として関わる教師

の養成・教育もまた，当然，諸専門領域の学際性・

隣接性を持たなくてはならない。

　端的に言えば，教員養成の教育課程では，学問・

文化のための，学問・文化による目的追求だけで

はなく，その探究過程の中で，さらにはその成果

として，それら学問・文化を担う次世代の主体を

いかに形成するか，という学問｡･文化の主体形成

の問題をも意識的に視野に入れて研究と教育をし

ていくところに，他の学部との大きな違いがある。

　例えば，教員養成の憲法は，法学部の憲法分野

と同じ研究活動，教授・学習過程をたどりつつも，

教科専門分野における専門教育としては，公教育

を通じて憲法の自覚的主体をいかに育てるか，育

てるべきか，という教育理念をも法思想や法学説

の示唆する所に立って教授することが期待される
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のである。この場合，あくまで前者の法学的探究

を基礎にして，という条件つきで述べていること

を付記したい。

　他の諸専門・分野においても同様である。

　教育学部の個別科学の分野での仕事は他の独立

学部のそれにくらべて一段劣るものと見られ，

「教育」と冠せられるのにはなにがしか抵抗があ

る，との声を時折聞く。自分の本来の専門と，

「教員養成用」の特別あつらえの「専門」とをこ

なす実情を，「二足のわらじ」と評して語りあう

議論の場にも何度か居たことがある。

　しかし，それは，国策として学問と教育とを二

分し，前者を高等教育の中身，後者を初等教育的

なもの，とみなしてきた明治期以来の日本の精神

風土に起因する悪しき通念である。次世代を真に

学問・文化の主体者に育てる，その仕事を担う教

師の養成における個別科学の役割やあり方につい

ては，未開拓ではないだろうか。

　前述のようなコンブレックスの感情を抱かせる

ように仕向けてきた学界の責任も大きい。そうし

ておいて，自分達の専門分野への生徒の関心が弱

まって大変だ，という危機意識にとらわれると，

学校の授業の内容や教員養成における教科教育の

あり方をあわてて論議せざるを得ないのではない

だろうか。

　教師教育に取り組む個別科学および教科教育の

分野こそ，各学問分野の最先端の情報を駆使し複

雑で多岐にわたる問題の研究を必須のものとして

いる，という学界の評価の確立こそ，問題の核心

にせまる緊急課題ではないだろうか。

２　教師の仕事の基礎的力量とは何か

　では，教師という職業を志望する学生達にどの

ような基礎的力量を修得させればよいのだろうか。

　(1)教師の仕事は共同的な創造という特質を持っ

ているj)これは，義務教育諸学校だけでなく，幼

稚園・保育園，社会教育施設での専門職者の活動

にも通じることである。

　共同的であることは，まず第一に，公教育にお

ける理念にもとづいた教育目標がある，というこ

とである。教育基本法はその根本的な理念を示し

たものである。個々の教師は顔も違い，個性も多

様であるし，またそのようにそれぞれ持ち味のあ

る教師によって学校は本来構成されるべきである。

にもかかわらず，教師の仕事は，私的に営まれる

教育ではない。基本的には，国民の意思が表現さ

れた憲法・教育基本法に立脚して初等・中等段階

の各学校の共通の教育目標が設けられ，それを教

育実践の根本的指針として教師は自己の活動を方

向づけるのである。

　これは理想的な話どころか，国民はそのような

専門職者としての目的的行為を期待して子どもの

教育を付託しているのであるし，教育基本法第６

条も述べる通り，教師は共同社会全体の奉仕者と

して「使命」と「職責」を果たすことが要請され

るのである。

　教職の共同性の原点はここにある。

　第二の理由は，教育内容自体の独自性と学際性

の事実である。初等・中等教育においては，専門

の独自性よりも，教科間の横の連携，まさに「教

際性」が重要である。それは学習者の立場では学

習内容の転移可能性に関係する。例えば，英語教

材で酸性雨による森林破壊を扱った報告文を読む

とき，理科や社会科（人文地理）との連携が必要

である。

　特に，こんにち，グローバル・エデュケーショ

ンの観点が強調されるようになって，この課題は

ますます重要になっている。

　さらに文教政策的には，小学校の教科の再編・

統合が進む気配であるが，安易に教科を廃止・合

体するよりも，各教科の個性を保持して発揮し横

（同一学年）や縦（異学年）の教科間の協同化へ

の取り組みをどう図るか，という問題を追求して

みるべきではないか。

　共同的であることの第三の理由は，子ども・青

年の理解がそれを求めているから，である。ひと

りの人間は多様な面をもち喜怒哀楽のなかを生き

ている。その事実に立てば，学校という小社会に

おいてもできるだけ子ども・青年を多面的に見る

教師の共同が必要である。

　個々の教師が同一の子どもについて相異なる見

方をしながらも，それらがひとりの人格の理解と

支援に向かうという意味で，教師の仕事は共同性
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　を持つべきなのである。と同時に，ひとりの教師

　も，複眼的に子どもを見ることのできる「子ども

　観」を身に付けるように努めるべきである。

　　さらに第四の理由として，教師自身の職業的諸

権利の保障，職場（学校）の管理運営への自治的

参加という点からも，共同的でなければならない。

小学校の教師をしている知人の語るところによれ

ば，若い教師の中には，教師である前に市民とし

ての諸権利の自覚が薄かったり，職場における自

分の位置が見えていなかったりするひとのいるこ

とが最近気になるという。いま何を課題として学

年がどう動いているか，職員会議では何か論議さ

れているか。それに自分はどのような意見と見通

しをもって関わるか，等々。職場の体制に追随す

る，というのではなく，自分というものを持って，

教育実践を同僚と協働していくこと，また教職員

集団の総意を確立して働く者としての諸権利を守っ

ていくことが必要である。これらの理由から共同

性が求められる。

　　（2）学生の主体形成という面から見るとき，教

　師教育において考慮すべき基礎的力量とはどのよ

　うなものであろうか。

　　ここでは，よき社会人としての能力，子どもと

　の対話・指導の能力，教科教育の能力の三側面か

　ら必要だと考えられる能力を列記してみる。

　　ここでいう「よき社会人」とは，人権感覚や個

　人の尊厳，人間の陶冶可能性，文化の形成などに

ついて最低限の識見をもった人物，というほどの

　意味である。

　　また，「子どもとの対話・指導の能力」とは，

　専門職者になるうえでの基礎的なコミュニケーショ

　ンの知識と力を指している。

　　「教科教育の能力」とは，授業という限定され

　た問題だけではなく，広く，文化の継承と創造と

　いう視点から専攻の教科およびその隣接領域をと

　らえることができ，自主的批判精神をもって教育

　内容を考えることのできる力のことである。

　　本学の場合を念頭に，４年間の履修を終えた状

　態を特徴づける書き方で，筆者が考える能力を以

　下の10項目にまとめて表現してみたい。

　　①政治形態としての民主制に関する基礎的理解

　並びに日本国憲法・教育基本法を流れる国民主権
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の原理についての素養を持っていること。

　②日本とアジアの歴史についての素養と見解を

持っていること。

　③環境・平和・ジェンダー・家族など現代的問

題について，問題の所在を認識していること。

　④自治についての素養があり，多様な人々と共

同行動を作り出していくことができること。

　⑤多様な意見を出し合いながら，一定のテーマ

について対話・討論ができること。

　⑥子ども・青年の発達過程について最近の知識

と理解を修得していること。

　⑦子ども・青年たちが互いに交流する文化活動

をつくりだすセンスと技を身に付けていること。

　⑧「教育とは何か」「教えるとは……」と，自

ら問いを立てることができること。

　⑨自己の履修した専門に即して，対象に接近す

る専門分野固有の基礎的な方法論的観点を身に付

けていること。

　⑩教材の開発・編成・授業計画・検証・評価と

いう一連の過程についての知識と理解を修得して

いること。

　これらはいずれも特別な内容ではない。教師教

育の過程で，わたしたち教員が自覚して教育活動

や卒論指導等に生かし，学生も目的意識をもつな

らば，十分に修得あるいは習熟が可能である。

　また，これら10項目を貫く根本的なものとして，

前述の共同的な活動への参加の能力を位置づけて

おきたい。

３　本学における教師教育のゆくえ

　　一小学校教員養成課程を中心にｰ

　（1）本学の場合を対象にして，小学校教員養成

課程のゆくえを探ってみたい。

　まず，小学校教育の現状を素描しておく。小学

校は，学級担任制をとっており，恒常的に子ども

達と過ごし，かつ学習指導・生活指導をおこなう。

教科は，低学年では生活科，高学年では家庭科を

含めて，６～８教科を担当する。さらに毎週１時

間「道徳」を指導する（「道徳」時間は，教科領

域ではなく，本質的には教科外領域の変形である

と考える。「道徳」科ではないことに留意すべき
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である）。

　現行制度では，６年間の「初等普通教育」（学

校教育法第17条）をおこない，ひととしての普遍

的で基礎的な知識・認識・技能および社会的能力

を育てることを基本課題としている。

　中学校は，「小学校における教育の基礎の上に」

「中等普通教育」（同前第35条）をおこなうもので，

「初等普通教育」の充分な達成に基づいて進路選

択にも関わる生徒の個性を一層引き出す教育をお

こなうことが基本課題とされている。

　したがって，教員養成課程も，小学校と中学校

とでは教育課程において相対的な差異がなくては

ならない。

　ところで，本学は，現在，小学校教員養成課程

の人学者を「教科別分化人学」の方式で入学させ

ている。すなわち，英語科，技術科をのぞく各教

科（教室）並びに教職科に学生定員を割り振り，

これに応じて人学させている。それが，本学の特

色とされる「教科ピーク制」の行政的な基盤とも

なっている。

　『愛知教育大学史』（愛知教育大学史編さん専門

委員会編, 1975年刊）によれば，学芸大学として

発足した当時のこの問題の経緯がつぎのように記

述されている。

　「昭和28年人学生は，人学時は未分化人学制で

あったが，第１学年終了時に４年課程希望者を募

り，第２学年から分化した。昭和29年以後は再び

人学時から分化し，学内からの後期進学者の定員

分を人学時に決定したので，この年以降，途中の

志望変更は例外的となった。

　以上の入学時からの課程別，科・教室別への細

分化は，教員養成機関と自己規定した本学の必然

的に辿る途であった。すなわち，学生の選択の自

由は計画的な各種教員の確保を不可能ならしめる

ので，文部省その他関係方面からの強い指示をう

けることになったのである。（中略）

　履習コース万の人学時からの細分化は，各種教員

の計画的確保には役立ったが，第１志望外入学者

の増加，転科の例外化により，大学に不可欠な自

由な雰囲気がくずれる原因となった」（同書, 156

ページ）

　このような人学時における教科別細分化は現在

も続いており，例えば本学の「履修の手引き　平

成６年度」は，小学校教員養成課程も「教科別分

化人学」に基づく履修システムであることについ

て，これによって「特徴」のある教員を養成する，

としている。

　本学の教育課程の履修の建前は，小学校教員養

成課程は小学校１種免許状１枚，副専攻的な意味

で，中学校２種免許状１枚，中学校教員養成課程

は逆に中学校１種１枚，小学校２種１枚を取得す

ることを標準として設定している。しかし，両課

程の在籍者の大部分が両方の１種免許状を取得し

て卒業していくことが常態化している。そのため，

学生の最終修得単位数も170～190単位と，結果的

に過密になっている。

　こうしたことが長年続いており，「教科ピーク

制」と１種免許２枚取得という履修実態に教員も

学生も慣れている。そのためか，本学の教員の中

にも，小学校教員養成課程と中学校教員養成課程

とで一体どれほどの違いがあるのか，教員養成に

おいては両課程は同じではないか，という見方の

ひともいる。

　もし，その発言を県の教育委員会のスタッフあ

るいは子どもをもつ父母がじかに聞いたら，何と

思うであろうか。

　筆者は，そのような小・中学校教員養成課程の

差異に対する鈍感さを生んできた背景には，前述

の「教科別分化人学」体制があると考える。いま

総体的に教員の需要が減り，学生も教職とは異な

る分野の就職を選択するようになってきている時，

教科の教員バランス優先ではなく，小学校教師・

中学校教師の資質に一層きめ細かく関わるような

教育課程が模索されるべきではなかろうか。

　（2）そこで問題になるのが，本学の教育課程の

柱ともされてきている「教科ピーク制」である。

　これは，一般に，小学校教員養成課程において

も特定教科の専門をより深く，系統的に履修し，

それが卒業論文作成にまで到るような履修形態を

指している。一般教育科目等の分野や教職専門科

目・小学校全教科に関する科目の履修が広範囲で

裾野のように広がりを持つのに対して，上記の履

修形態は峰のように聳えているとされることから，

「ピーク」の用語が充てられてきた。
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　この履修形態は，ある教科についてより深く専

門性をもって自律的に授業をおこなうことのでき

る教師の養成という目標に適っている，と考えら

れてきた。立ち入って見ると，それは以下のよう

な理由に基づくが，それぞれに問題点がある。

　①まず，学生の専門への考慮から「教科ピーク

制」を支持する意見がある。すなわち，在学中の

専攻を深く掘下げることで大学教育の水準を維持

することができるし，小学校教員養成課程にもそ

れは必要である，という考えである。

　しかし，そのために入学時から教科（教室）別

の人学をさせる必要があるのだろうか。　また，

「ピーク」制は必要だとしても，小学校教師の場

合それを「一の教科」に限定しなくてはならない

のか。二またはそれ以上の教科について「なだら

かなピーク」履修をすることがあってもいい。ま

た，ある教科の教室に所属しているが，研究関心

から教育・心理系で卒業研究に取り組みたい，と

いう学生が現れてもいいはずであるし，そのよう

な学際的な連携の指導は必要であろう。

　②小学校教員養成課程は生活科を含む９教科に

ついて，教育職員免許法にいう「教材研究」「教

科に関する専門科目」を履修するが，これだけで

は何か専門なのかが不明であるから，「教科ピー

ク制」は必要である，との説もある。

　これは小学校全教科への偏見に基づく。少なく

とも現在学級担任制のもとで働く小学校教師にとっ

ては，実に構造的で複合的な教育活動の課題が目

の前にある。それは，何よりも個々の子どもをトー

タルに見ていくことを基本にして，教育課程上の

個別教科の教育内容編成の観点や各々の指導方法

並びに教科間・教材間の協同関係，学年ごとの発

達特性と学習・生活上の指導課題など，これらを

いかに統一的に認識し，柔軟な可能性をもってい

る子ども達の個性や知的関心に応じながらいかに

指導していくか，である。

　これこそ，小学校教員養成課程の専門なのでは

ないか。それが，専門として映らないのは，何か

○○学の講義を系統的に聴いて，その分野で研究

者が営々と築いてきた学問方法論の一端を学ぶ

（真似る）ことなくしては専門はありえない，と

する先人観からではないだろうか。それは，学生

を教授する立場の教員の「守備範囲に合わせて」

教師教育の「幅を絞っている」姿であって，小学

校教師に必要な教育的力量の側からみたものとは

言い難い。

　もちろん，筆者は戦前の師範学校型の教育課程

の再現を言おうとするものでは決してない。逆に，

上述した全教科の統一的認識のなかにどう学問の

エッセンスを貫き，自主的批判的思考の態度と方

法論を確立させていくか，に大学教育としての必

須要件がある，と見るものである。

　さらに言えば，小学校教師は，学習指導要領を

も相対化して，各学年の教育内容の基礎・基本に

ついてある程度の骨格を主張できるほどの専門的

見識を持つべきなのである。その意味では，ひと

りの小学校教師は，それ自体，多分野に対する学

際性にあふれた教育研究者でもあらねばならない

と言えよう。

　③「学問の基礎をしっかりやっておれば現場に

出ても自律して授業等，指導はできる」という教

師教育観があり，この点から「教科ピーク制」が

支持される。

　それは，教職に就いてから教材化の知的作業自

体に学問精神をどう貫くか，という限りでは正し

い。そうではなく，専門の基礎があれば現場で教

科書を一人前に扱うことができるとするのであれ

ば，問題である。

　なぜなら，ここには，小学校教師となってから

は学問的世界を相手にするのではなく教科書をい

かに教えるかに専念すべきだ，とする考え方が見

られるからである。

　筆者の意見では，先に教科教育の高度性につい

て述べたように，小学校教師の仕事は，子ども達

に個別諸科学や芸術・技術の基本的な概念と基礎

的な認識方法をいかにわかりやすく修得させるか，

において高い専門性を有している。それゆえ，本

来，小学校教師は学会の先端で論議されているテー

マに対してアンテナを持ち，これをいかにして子

ども達の学びの内容に変形させていくか，を追求

するべきなのである。教育公務員特例法第19条の

「研究と修養」の努力規定どおり，小学校教師に

も学会への参加や研究会活動のできる時間的・精

神的ゆとりと待遇が保障されるべきなのである。
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　「文学とは」「文学作品の読みとは」「形象を読

むとはどういうことか」という，第一線の研究者

間で論議となる基本テーマが，例えば「ごんぎつ

ね」の作品の読み方指導の中にはあるし，少なく

ともそのような問題意識を子ども達との日常の学

びの中に貫こうとする教師を，わたしたちは養成

したいのではないか。

　（3）以上の考察を基に，本章のまとめとして，

筆者の考える「小学校教師」の教職初期の基礎的

力量を述べて締めくくりとしたい。ここでは，大

学教育が土台となって，新任から３年～５年ぐら

いの間にほぼ定着しはじめると見られる力量を想

定して述べている。

①子どもを生活者としてみる見方

　生育史もふくめて個々人を生活者としてトータ

ルにみることのできる知識と視点をもっている。

　種々の問題行動についてもそのような立場で理

解に努めることができる。

　福祉的な次元の問題について最小限度の理解が

できるだけの素養は持っている（例えば　乳児院

から養護施設を経ていく場合の，子どもの生育過

程と生活要求の状態）。

　子どもどうしの人間関係に関わり，仲間人りし

ていくことのできる感性・社会性を身に付けてい

る。

②学習と自主的・自治的活動

　子どものつまづきへの理解がある（数学者，故

遠山啓は少年時代に，11を101と書いてひどく叱

られた。それが契機となって彼は数学の道を志し

た。この逸話のように小学校時代の認識上のつま

づき体験は大きい影響を持つ）。

　各専門分野および各教科を単独にみるのではな

く，教科相互の協同関係についての基本的な問題

意識があり，この視点から教材（学習材）を編成

したり，授業過程をデザインしたりできる。

　子ども達に認識方法を修得させるために，クロ

スオーバー（ＣＲＯＳＳＯＶＥＲ中心教材と隣接教材

との比較関連・交差による学習指導）的授業を構

成できる。そのために，１時間の授業または１単

元の授業計画を通じて，レクチュアはもとより，

簡易な聞き取り調査（リサーチ），調べたことの

報告や発表（リポート，プレゼンテーション），討

論，ディベートといった様々な学習の技法（スキ

ル）のいずれかを導入したり，応用することがで

きる。

　話し合い・討論・討議など，学級集団の自治的

活動について集団の指導並びに個人指導の最小限

度の知見をもっている。

　あそび，スポーツ，工作，手芸，歌など，子ど

も社会の文化創造への理解と関心がある。

　授業の内外において，グローバル・エデュケー

ションの観点から活動内容を構成していくことの

できる最小限度の知見をもっている。

③地域とのかかわり

　必要に応じて，子どもの問題で，親また父母グ

ループと，公的な場で，あるいは私的に，対話す

ることができる。

　子育て・教育の市民的運動からも学ぶ姿勢を持っ

ている。

　以上は，筆者が，現場の教師との研究会や市民

的集会等で得ることのできた，求められる「小学

校の先生」の資質イメージからまとめたものであ

る。こうした基本的実践力量を支える，上述して

きた意味での統合的で高い専門性を待った個性的

な小学校教師を一人でも多く養成するところに，

愛知教育大学の教師教育の未来を見いだしたいの

である。

［付記］

　本稿は, 1987年１月に学内の会合で報告した「教育

学部の目的と教師教育の改善」，本学の職員団体機関

紙所載の拙論(1993年), 1994年７月に職員団体大学

改革専門部会主催シンポジウムで報告した「教師像の

パラダイム転換を一教育課程改革の動向をめぐって

ｰ」の原稿等をアレンジして，筆者としては初の教

師教育論としてまとめたものである。

　上記の会合では参加者から貴重なご意見・ご指摘を

いただいた。充分にお答えできていない点も散見され

るが，ここに一つの節をつくる意味でまとめを試みた。

この場を借りて，感謝申し上げる。
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注

折出：愛知教育大学における教師教育のゆくえ

１）学際性についての私見は，日本生活指導学会での

　多様な分野による生活指導の追求の経験から得たも

　のである。各々の分野のひとが，自己の「生活指導」

　概念を薄めながら協調することが学際的研究なので

　はなく，それぞれが大いに自己主張しあい，生活指

　導とは何かを多面的・多層的に論究する中から，新

　たな生活指導実践の視座が得られるのだ，というこ

　とを学んだ。

２）本章で，「共同的」と「協同化」を使い分けるの

　は次の理由による。教師の仕事は，個々の人格と個

　性を有する専門職者どうしが，共通の教育目標や子

　どもの発達保障の課題にそくして活動を選択して，

　学校社会の文化創造を一緒に担っていくものである。

　この場合は，多様性の中に共有する仕事を築き，各々

　が役割において対等に連携するという意味で，「共

　同的」なのである。

　　教科間の次元では，すでに在る教科の系統性や関

　連範囲の共有されるべき土台のうえに，具体的な教

　材化や授業計画として，学習内容を組み合わせたり，

　交差させたり，逆に別々に分担したりする。つまり，

　共有した目標に向かっての個々の間の有機的関係づ

　くりである。これは，「協同化」と見ることができ

　る。
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